
基本目標Ⅲ　男女が共に参画し、多様な生き方が 
　　　　　　選択できる社会づくり

　少子高齢化が進む中、社会経済活動を活性化し、いきいきと安心し
て暮らすためには、多様な生き方が選択でき、職場・家庭・地域で男
女が共に参画することができる社会づくりが重要です。

　しかし、子育てや介護などの多くを女性が担っている現状では、あ
らゆる場面における女性の活躍が困難となる場合が多くあります。
　性別にかかわらず全ての人が、仕事と子育て・介護・社会活動等を
含む生活との二者択一を迫られることがないよう、男性中心型労働慣
行等を見直し、就業環境を改善するなど、仕事と生活の調和（ワーク・
ライフ・バランス）（※）を可能とする環境整備が必要です。

　また、非正規雇用者やひとり親世帯の割合の増加など、経済社会に
おける男女が置かれた状況の違い等を背景として、女性は貧困等生活
上の困難に陥りやすい状況にあります。さらに、高齢、障害、外国人
であることにより、複合的に困難な状況に置かれている場合があるこ
とに留意し、こうした困難に対応するとともに、貧困等を防止するた
めの取組が必要です。
　多様な属性の人々についての正しい理解を広め、社会参画を促すこ
とが重要であり、多様性が尊重される社会を作ることが、結果として
女性が複合的な困難を抱えるリスクが減ることにつながります。
　さらに、暮らしやすく、活力ある地域社会を築くため、家庭、地域、
防災・災害復興等への男女共同参画を促進していくことも必要です。

※　仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）
内閣府「仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）憲章」では、仕事と生活の

調和が実現した社会について、『国民一人ひとりがやりがいや充実感を感じながら働き、
仕事上の責任を果たすとともに、家庭や地域生活などにおいても、子育て期、中高年期
といった人生の各段階に応じて多様な生き方が選択・実現できる社会』としています。
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重点目標１　男性中心型労働慣行等の見直し、及び仕事と生活の調和（ワーク・
ライフ・バランス）を可能とする就業環境の充実

【現状と課題】
　本県で実施した意識調査では、男女共に５割以上の人が「家庭生活や地域活動と仕事を同じ
ように両立させたい」と考えているものの、現実では、約６割の人が仕事を優先しており、特に、
男性では約７割が仕事を優先しているという状況があります。
　所定外労働時間の推移からも、女性に比べ男性の方が労働時間が長いことが分かります。一方、
育児休業取得率は女性が９割以上であるのに対し、男性は約１割にとどまっています。
　働く場面においては、勤続年数を重視しがちな年功的な処遇の下、長時間勤務や転勤が当然
とされている男性中心の働き方等を前提とする労働慣行（以下「男性中心型労働慣行等」とい
う。）が依然として根付いており、育児・介護等と両立しつつ能力を十分に発揮して働きたい男
女が思うように活躍できない背景となっています。
　そのため、行政だけでなく事業者、労働者が一体となって男性中心型労働慣行等の見直しを
進めるとともに、女性も男性も働きたい人全てが、仕事と子育て・介護・社会活動等を含む生
活との二者択一を迫られることなく働き続け、その能力を十分に発揮できる環境を整備するこ
とが必要です。

◇所定外労働時間数の推移（新潟県・全国）

資料：賃金構造基本統計調査【厚生労働省】
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◇仕事と家庭生活や地域活動のバランス（新潟県）

【 理想 】

【 現実 】

注　：性別について無回答者がいるため、男女の計は全体と一致しない。
資料：令和２年度男女平等社会づくりに向けた県民意識調査【新潟県】
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（施策の基本的方向・施策の展開）
（１）　仕事と生活の調和の実現に向けた社会的機運醸成のための意識啓発を推進します。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

【女性活躍推進】
㋐　労働者の仕事と生活の調和が実現できるよう、働き方の見直しについて労使の理解の
促進に努めます。	 （産業労働部）

㋑　男女の働き方の見直しを進め、仕事と生活の調和を推進するため、広く意識の啓発を
図ります。	 （知事政策局、産業労働部）

（２）　仕事と子育てや介護との両立のための制度の普及・定着を促進します。	 【女性活躍推進】
㋐　育児・介護休業等の制度を定着させ、男女を問わず取得しやすい就業環境づくりを推
進します。	 （知事政策局、産業労働部）

㋑　労働者が仕事と育児・介護等の両立が可能となるよう、多様な勤務形態を選択できる
就業環境づくりを事業主に働きかけます。	 （産業労働部）

㋒　出産・育児・介護等で休業した労働者の円滑な職場復帰や、再雇用制度の導入につい
て事業主に対し啓発を行います。また、出産・育児・介護等で退職した者に対し、再就
職の門戸が広がるよう事業主に対し働きかけるとともに、再就職を支援する制度の周知
に努めます。	 （産業労働部）

㋓　事業所内保育施設の助成制度等を周知します。	  （福祉保健部、産業労働部）
㋔　勤務医・女性医師等の働きやすい職場環境を整備するため、勤務環境改善の取組を支
援します。〔再掲〕	 （福祉保健部）

（３）　多様な形態の働き方を可能とする就業環境の整備を促進します。	 【女性活躍推進】
㋐　男女が育児・介護と両立しながら職業生活を継続することができる短時間正社員やフ
レックスタイム制、テレワークなどの多様な働き方の普及に努めます。	 （産業労働部）

㋑　短時間労働者の雇用管理の改善等に関する法律（パートタイム労働法）や同指針等を
周知するとともに、各種の情報提供に努めます。	 （産業労働部）

㋒　派遣労働者や有期労働契約者等、多様な形態で働く労働者の待遇等の適正な雇用管理
について、事業主に対し周知します。	 （産業労働部）

㋓　男女が共に働きやすく、仕事と家庭生活等が両立できるような職場環境の整備等に積
極的に取り組むハッピー・パートナー企業（新潟県男女共同参画推進企業）（※）の登録
を促進します。	 （知事政策局）
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（４）　職場におけるあらゆるハラスメントの防止に向けた取組を推進します。	 【女性活躍推進】
㋐　性別による固定的な役割分担意識を背景としたマタニティハラスメント（※）、パタニ
ティハラスメント（※）、セクシュアルハラスメントやパワーハラスメント等様々なハラ
スメントの防止に向けて、企業等に対する周知啓発に努めます。	 （産業労働部）

㋑　労働相談所における相談や情報提供、県労働委員会のあっせん制度の紹介をするほか、
新潟労働局雇用環境・均等室など国の相談窓口を周知します。	 （産業労働部）

※　パタニティハラスメント
育児のための休暇や短時間勤務などを希望する男性が、職場で受ける嫌がらせのこと

です。

※　マタニティハラスメント
　働く女性が妊娠・出産を理由として解雇・雇い止めをされることや、職場で受ける
精神的・肉体的な嫌がらせのことです。

※　ハッピー・パートナー企業（新潟県男女共同参画推進企業）
男女が共に働きやすく、仕事と家庭生活等が両立できるような職場環境の整備や、
女性労働者の育成・登用などに積極的に取り組み、新潟県に登録している企業、法人、
団体をいいます。
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重点目標２　男性にとっての男女共同参画の促進

【現状と課題】
　男性の家事や育児等への参画は、近年増加傾向にありますが、その割合は女性に比べいまだ
に非常に少ない状況です。その背景には、性別による固定的な役割分担意識が女性よりも男性
に強く残っていることや、男性中心型労働慣行等の影響があります。
　家事・育児・介護等の経験は、生活や健康の維持に必要であるとともに、多様な価値観の醸
成などを通じて視野を広げることにもつながるため、性別にかかわらず重要です。
　本県で実施した意識調査では、男性が家事や育児等に積極的に参加するためには、「夫婦や家
族間でのコミュニケーションをよくはかること」や「男性による家事・育児などについて、職
場における上司や周囲の理解を進めること」、「男性が家事・育児などに参加することに対する
男性自身の抵抗感をなくすこと」が必要という回答が多くなっています。
　家庭や地域への参画を促進し、男性にとっても生きやすい社会を形成するには、男性にとっ
ての男女共同参画の意義について理解を促進するとともに、就業環境を見直すなど、男性が家事・
育児・介護等に参画できるような多様で柔軟な働き方を促進する必要があります。
　また、男性に対しても性別による固定的な役割分担意識や無意識の思い込み（アンコンシャス・
バイアス）があることや、自殺者の約７割を男性が占めていることから、男性であることで負っ
ている社会的な重圧や悩みなどについて相談体制の充実を図り、男性が豊かで健全な生活を送
れるような支援も必要です。

◇男性の家事の参画割合（新潟県）

資料：「社会生活基本調査」行動の種類別総平均時間（15 歳以上）【総務省】
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◇夫の育児の参画割合（全国）

◇男性が家事や育児等に積極的に参加するために必要なこと

資料：令和２年度男女平等社会づくりに向けた県民意識調査【新潟県】

資料：「社会生活基本調査」行動の種類別総平均時間（夫婦と子供の世帯のうち 6歳未満の子供がいる夫・妻）【総務省】
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（施策の基本的方向・施策の展開）
（１）　男性にとっての男女共同参画の意義についての理解を促進します。　　　【女性活躍推進】

㋐　男性にとっての男女共同参画の意義についての理解を促進するため、広報・啓発活動
を行います。	 （知事政策局、産業労働部）

㋑　性別による固定的な役割分担意識にとらわれないようにするため、各種の研修会や講
習会を開催します。	 （知事政策局、福祉保健部）

（２）　男性の家事・育児・介護等への参画を促進します。	 【女性活躍推進】
㋐　男性の家事・育児・介護等への参画が促進されるよう、各種セミナーの開催やハッピー・
パートナー企業の登録等の取組を通じて、男性労働者をはじめ、事業主、上司、同僚等
の意識改革を行い、働き方の見直しを促進します。	 （知事政策局、産業労働部）

㋑　保護者等に対して家庭教育に関する学習機会や情報を提供し、家庭内における男女平
等意識の醸成を図ります。〔再掲〕	 （教育庁）

（３）　男性が抱える困難への対応を充実します。
㋐　誰もが相談しやすい体制づくりや、相談窓口の広報に努めることにより、男性の自殺
者の減少を図ります。	 （福祉保健部）

㋑　男性であることで負っている仕事や職場、家庭での悩みなどについての相談体制の整
備を行います。	 （知事政策局）

第
２
章	

基
本
目
標
、重
点
目
標
、

	

施
策
の
基
本
的
方
向

ー 63ー

基
本
目
標
Ⅲ

男
女
が
共
に
参
画
し
、
多
様
な
生
き
方
が
選
択
で
き
る
社
会
づ
く
り

ー63ー



重点目標３　子育て環境、介護体制の充実

【現状と課題】
　本県では全国より速いペースで少子高齢化が進行しています。
　本県の合計特殊出生率（※）は、平成 15～ 17年に 1.34 まで低下し、その後上昇傾向に転
じましたが、令和２年は 1.35 まで低下しています。今後も長期的に低い水準で推移していく
ことが予想されています。
　出生率が伸びない要因の一つとして、子育てへの不安が挙げられており、子どもを生み育て
やすい環境づくりが求められています。
　また、本県の高齢化率（65歳以上の人口の割合）は、令和２年 10月１日現在 32.9％であり、
全国平均と比べ 4.2 ポイント高くなっています。
　全国的に、高齢化率の上昇と共に、家族の介護や看護を理由とした離職・転職者数は男女共
に増加傾向にあり、家族の介護等の負担を家族だけでなく社会で支えていく体制を整備するこ
とが重要です。
　そのため、育児・介護休業制度の普及や取得促進など働く男女に対する支援に加え、様々な
ライフスタイルや家族形態から生ずるニーズに対応した保育や介護サービスの整備、相談・支
援体制の充実等が必要です。
　また、児童虐待や子どもに対する性犯罪撲滅などに努め、安全で安心な暮らしの環境を確保し、
これからの時代を担う子どもたちの健やかな成長に向けた支援が必要です。

◇合計特殊出生率の推移（新潟県・全国）

※　合計特殊出生率
　15～ 49歳までの女性の年齢別出生率を合計したもので、一人の女性がその年齢別
出生率で一生の間に生むとしたときの子どもの数に相当します。

資料：人口動態統計【厚生労働省】
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◇出生数の推移（新潟県）

◇要介護度別認定者総数（新潟県）

資料：人口動態統計【厚生労働省】

資料：新潟県福祉保健年報

◇高齢者人口の状況

総人口（人） 年齢不詳除く
65歳以上 75歳以上

人口（人） 総人口に占
める割合（%） 人口（人） 総人口に占

める割合（%）
新潟県 2,201,272 2,174,332 715,935 32.9 372,287 17.1
全　国 126,146,099 123,214,261 35,335,805 28.7 18,248,742 14.8

注　：総人口に占める割合は、年齢「不詳」を総人口から除いて算出
資料：令和２年国勢調査【総務省】
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（施策の基本的方向・施策の展開）
（１）　多様なニーズに対応した保育サービスや放課後児童対策の充実を促進します。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  【女性活躍推進】
㋐　子育て中の男女の就労形態やライフスタイルの多様化に伴うニーズに対応し、低年齢
児保育、延長保育、預かり保育、休日保育、病児・病後児保育等、多様な保育サービス
の充実を促進します。	  （総務部、福祉保健部）

㋑　放課後児童クラブや放課後子ども教室の推進など、放課後児童対策の充実に努めます。
	 	 （福祉保健部、教育庁）

（２）　地域における子育て支援を充実します。
㋐　子育て中の保護者同士が交流、情報交換を行うサークルや子育て支援グループなどを
育成するとともに、子育てのネットワークづくりを推進し、情報提供等により活動を支
援します。	  （福祉保健部、教育庁）

㋑　保護者の子育てに関する相談体制の整備や地域の子育て支援の充実を促進します。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　	
	 （総務部、福祉保健部、教育庁）

㋒　小児救急医療体制の整備と産婦人科医の確保に努めるとともに、保護者の経済的負担
を軽減するため、市町村が行う子ども医療費助成を支援します。	 （福祉保健部）

㋓　子育てしやすい住居環境を整備するため、公的賃貸住宅と子育て支援施設との合築に
取り組む市町村を支援します。	  （土木部）

㋔　子育て世帯の多様なニーズに対応できる職住近接型の市街地住宅の供給及び良好な住
宅市街地の総合的な整備等を促進します。	 （土木部）

㋕　幼稚園、保育所・認定こども園、地域子育て支援拠点などの子育て支援施設と、住宅
や他の公共施設、道路、広場等を一体的に整備することにより、安全で子育てしやすい
良好な都市づくりを推進します。	  （土木部）

㋖　地域の子育てを支援するため、商店街の空き店舗等を活用したコミュニティ施設の設
置・運営等に取り組む商店街団体等を支援します。	 （産業労働部）

㋗　妊産婦や乳幼児を連れて外出する保護者の快適かつ安全な移動を確保するための公共
交通機関やそれにつながる施設を整備するとともに、妊産婦等の利用に配慮した建築物
の普及を促進します。	 （総務部、土木部、交通政策局）

（３）　子どもの人権を擁護し、子どもにとって安全で安心な環境の整備を推進します。
㋐　児童虐待の防止と適切な対応に努めます。	  （福祉保健部）
㋑　児童買春・児童ポルノ等、様々な媒体を通じた子どもの性被害の防止に向けた取組の
充実を図ります。	 （福祉保健部、警察本部）
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㋒　児童買春の防止に向けた取組を強化します。	  （福祉保健部、警察本部）
㋓　インターネット上の有害情報から子どもを守るため、有害情報を閲覧できないように
するフィルタリングサービスの利用率を向上させるとともに、インターネットを適切に
活用できるよう、普及啓発及び教育を推進します。	 （福祉保健部、教育庁、警察本部）

（４）　高齢者や障害者が安心して暮らせる介護体制の整備を促進します。　　　【女性活躍推進】
㋐　介護の負担が家族、とりわけ女性に集中することなく、社会全体で支える仕組みとし
て創設された介護保険制度について、理解と利用を促進します。	  （福祉保健部）

㋑　住み慣れた地域で安心して生活するため、介護等の状態に応じて必要なサービスを利
用できるよう、重層的な福祉サービスの提供を支援します。	 （福祉保健部）

㋒　在宅での生活が困難な高齢者や障害者のために、必要な施設サービスを供給する基盤
整備を支援します。	 （福祉保健部）

㋓　介護等の福祉サービスを安心して利用できるよう、福祉サービスに携わる人への各種
研修を実施するほか、第三者評価制度の普及啓発に努めるなど、サービスの質の向上に
取り組みます。	  （福祉保健部）

㋔　安定的に福祉サービスを提供するため、資格取得の支援やマッチングの推進等を行い、
介護人材の就業を促進します。

　　また賃金や職場環境の改善等に取り組む事業所等を支援するなど、人材の定着促進に
努めます。	 （福祉保健部）

㋕　介護休業制度の定着と男女を問わず取得しやすい就業環境づくりを推進します。
	 	 （産業労働部）
㋖　高齢者や障害者の快適かつ安全な移動を確保するための公共交通機関やそれにつなが
る施設を整備するとともに、高齢者等の利用に配慮した建築物の普及を促進します。

	 	 （総務部、福祉保健部、土木部、交通政策局）
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重点目標４　貧困等生活上の困難に対する支援と多様性を尊重する環境の整備

【現状と課題】
　非正規雇用者の増加をはじめとする就業構造の変化、高齢者を含む単身世帯やひとり親世帯の増
加などを背景として、貧困等による生活困窮者は幅広い層へ広がりがみられます。
　特に女性は、経済社会における男女が置かれた状況の違いにより、貧困等生活上の困難に陥りや
すい状況にあります。
　例えば、本県のひとり親世帯における母子世帯の就業状態は、約半数が非正規雇用であり、父子
世帯に比べ、収入も少なくなっています。
　新型コロナウイルス感染症の拡大は、こうした社会的に弱い立場にある者に、より深刻な影響を
もたらしており、平時のみならず、非常時・緊急時にも機能するセーフティネットの整備を図る必
要があります。
　また、性的指向・性自認（性同一性）（※）に関することや障害があること、外国人であること
などを理由とした社会的困難を抱えている場合、性別による固定的な役割分担意識や無意識の思い
込み（アンコンシャス・バイアス）を背景に、さらに複合的な困難を抱えていることがあります。
　多様な属性の人々の人権が尊重される社会をつくることは、結果として女性が複合的な困難を抱
えるリスクが減ることにもつながります。
　様々な属性の人々について正しい理解を広め、社会全体が多様性を尊重する環境づくりを進める
ことが重要です。
　男女共同参画の視点に立ち、貧困等生活上の困難や様々な社会的困難を抱えた人々に対し、それ
ぞれの状況に応じた支援を充実させ、誰もが安心して暮らせる環境を整備していくことが必要です。

※　性的指向・性自認（性同一性）
　性的指向（Sexual Orientation）とは、人の恋愛・性愛がどういう対象に向かうのか
を示す概念です。性自認（Gender Identity）とは、自分の性をどのように認識してい
るのか、どのような性のアイデンティティ（性同一性）を自分の感覚として持っている
かを示す概念です。性的指向と性自認の頭文字を取った「SOGI」という用語もあります。
　なお、性的指向について、例えば、レズビアン（同性を恋愛や性愛の対象とする女性）、
ゲイ（同性を恋愛や性愛の対象とする男性）、バイセクシュアル（同性も異性も恋愛や性
愛の対象とする人）等の呼称、性自認について、例えば、トランスジェンダー（出生時
の戸籍上の性とは異なる性自認を有する人）等の呼称があり、これらの頭文字を取った
「LGBT」という用語が、性的少数者（セクシュアルマイノリティ）を表す言葉の一つと
して使われることもあります。（出典：第５次男女共同参画基本計画　用語解説）
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◇雇用者（役員を除く）の雇用形態別構成割合の推移（新潟県）

　  【女性】　　　　　　【男性】

◇ひとり親世帯数

【母子世帯】
Ｈ 17 Ｈ 22 H27 R2 R2 －Ｈ 27

新潟県 9,927 10,364 10,538 9,016 ▲ 1,522
全　国 749,048 755,972 754,724 646,809 ▲ 107,915

【父子世帯】
Ｈ 17 Ｈ 22 H27 R2 R2 －Ｈ 27

新潟県 1,110 1,148 1,142 1,005 ▲ 137
全　国 92,285 88,689 84,003 74,481 ▲ 9,522

注　：国勢調査における母子（父子）世帯とは、未婚、死別又は離別の女親（男親）とその未婚の
　　　20歳未満の子どものみからなる一般世帯をいう。
資料：国勢調査【総務省】

資料：就業構造基本調査【総務省】
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◇母子、父子世帯の就業状況（新潟県）
　【母子世帯】　　　　　　　　　　　　　　　　【父子世帯】

◇母子、父子世帯の収入状況（新潟県）
【母子世帯】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【父子世帯】

（施策の基本的方向・施策の展開）
（１）　生活困窮者の自立の促進を支援します。　　　　　　　　　　　　　　　【女性活躍推進】

㋐　複合的な課題を抱える生活困窮者の自立を促進するため、各人の状況に応じた包括的
な相談や就労支援等の施策を充実します。	 （福祉保健部）

㋑　女性支援を実施するＮＰＯ等各種団体の連携体制を構築し、様々な困難に直面する女
性への支援を充実します。	 （知事政策局）

（２）　ひとり親家庭への支援を充実します。　　　　　　　　　　　　　　　　【女性活躍推進】
㋐　ひとり親家庭の自立と子育てを支援するため、就業支援、相談等の施策を充実します。	

 （福祉保健部、産業労働部）

注：その他には、事業主、家族従業者、内職等が含まれている。

注　：収入には、働いて得た収入、養育費、年金収入、児童扶養手当等全ての収入が含まれている。
資料：令和元年度新潟県ひとり親家庭等就労実態アンケート調査【新潟県】
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（３）　多様な人々が安心して生活できる環境を整備するとともに、社会参画を支援します。
㋐　高齢者がその豊かな経験や知識、技能を生かし地域への還元を図ることができるよう
支援するとともに、高齢者の自主的な活動を支援します。	 （福祉保健部、産業労働部）

㋑　障害者が地域で暮らし、社会参加する力の向上を支援します。
	 	 （福祉保健部、産業労働部）
㋒　性的指向・性自認（性同一性）を理由とする偏見や差別の解消に向け、性に関する多
様性を多くの人が認識し、理解を深めるための啓発等を行います。	（福祉保健部、教育庁）

㋓　外国人に対する偏見や差別の解消に努めます。	 （知事政策局、福祉保健部）第
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重点目標５　地域や防災・災害復興分野等における男女共同参画

【現状と課題】
　地域は、家庭とともに最も身近な暮らしの場であり、高齢化・過疎化の進行、人間関係の希
薄化や単身世帯の増加等の様々な変化が生じる中で、暮らしやすく、活力ある地域社会を築く
ためには、地域の課題に対して男女平等の視点から取り組むことが重要であり、男女平等の意
識啓発と男女の参画促進が必要です。
　しかし、本県における自治会長に占める女性の割合は全国平均よりも低く、令和３年４月１
日時点で 4.1％となっているなど、地域における男女共同参画が十分に進んでいるとは言えな
い状況です。
　さらに、本県では、新潟県中越大震災、中越沖地震をはじめ、近年の多くの災害により、災
害発生時の女性の家庭的責任の増加や、性差に配慮した支援などの課題が明らかになりました。
このため、防災、災害復興における政策・方針決定過程への女性の参画の拡大と、男女平等の
視点に立った取組が必要です。
　また、持続可能な社会の実現に向けて、環境保全等に関する女性の高い関心等を活かすとと
もに、環境問題への取組に男女平等の視点が反映されることが必要です。

◇自治会長に占める女性の割合（新潟県・全国）

資料：地方公共団体における男女共同参画社会の形成又は女性に関する施策の推進状況【内閣府】
　　　＊各年４月１日現在
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（施策の基本的方向・施策の展開）
（１）　地域活動における男女共同参画を促進します。

㋐　地域おこし、まちづくり、観光に関する政策・方針決定過程への女性の参画を促進し
ます。	  （知事政策局、産業労働部、観光文化スポーツ部）

㋑　女性の参画した地域づくり事例の情報提供を通じて、各地の自主的な取組を促進し
ます。	 （知事政策局、産業労働部）

㋒　暮らしやすい活力ある地域社会をつくっていくため、地域活動に男女が共に参画する
よう人材育成に努めるほか、あらゆる機会を通じて広報・啓発を図ります。	 （全部局）

㋓　ボランティアやＮＰＯ等の活動に男女が共に参加でき、また、その中で日頃の学習活
動の成果や知識を活かせるような環境整備を促進します。	  （知事政策局、総務部）

（２）　防災・災害復興分野における男女共同参画を促進します。
㋐　防災・災害復興に関する政策・方針決定過程への女性の参画を促進します。	 （防災局）
㋑　男女のニーズを踏まえた防災計画や防災マニュアル等を作成します。　　　　（防災局）
㋒　災害時の避難所等、防災・災害復興の様々な場面における支援体制に女性の参画を促
進します。	 （防災局）

（３）　環境保全の取組への男女共同参画を促進します。
㋐　環境保全分野における政策・方針決定過程への女性の参画を促進します。	  （環境局）
㋑　環境問題に関する教育や広報活動を通じ、日常生活による環境への負荷を減らし環境
を保全する取組への男女の参画を促進します。	 （環境局）

㋒　環境に関する情報提供や交流の場の提供等を通じ、環境保全に取り組む団体等の活動
を支援します。	  （環境局）
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